[bookmark: _g5v7w5jpenp9]留学キャンセルポリシー同意書

留学申込者　　　　　　　　　　　　　（以下「甲」という。）と、留学支援事業者　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）は、乙が甲に提供する留学手配、留学支援その他関連サービスについて、申込み後のキャンセル、変更、返金及び費用負担に関する条件を明確にするため、以下のとおり留学キャンセルポリシー同意書（以下「本同意書」という。）を締結する。

[bookmark: _gq8r2i2ptvh2]第1条（目的）
本同意書は、甲が乙を通じて申し込む語学留学、大学留学、専門学校留学、短期留学、ワーキングホリデーその他の海外留学プログラム（以下「本プログラム」という。）について、申込みの取消し、留学開始日の変更、留学期間の短縮、中途解約及び返金等に関する条件を定め、甲乙間の認識の相違及び紛争を防止することを目的とする。

[bookmark: _fcvrfwpaafx2]第2条（対象となる留学プログラム）
本同意書の対象となる留学プログラムは、次のとおりとする。
	項目
	内容

	留学申込者氏名
	

	留学先国・地域
	

	留学先学校・教育機関
	

	留学プログラム名
	

	留学開始予定日
	年　　月　　日

	留学終了予定日
	年　　月　　日

	留学予定期間
	週間・か月

	申込日
	年　　月　　日

	申込番号
	


[bookmark: _qc05sx2nj5nz]第3条（キャンセルポリシーの適用範囲）
1. 本同意書は、甲が乙に申し込んだ本プログラムに関する留学手配及び支援サービスの取消し、変更又は中途解約に適用する。
2. 本同意書におけるキャンセルとは、甲の意思により、本プログラムの全部又は一部について申込みを取り消し、又は契約を終了させることをいう。
3. 本プログラムに含まれる授業料、入学金、滞在費、宿泊施設手配費、空港送迎費、現地サポート費その他の費用については、本同意書のほか、各サービス提供機関が定める取消条件が適用される場合がある。
4. 乙は、甲が申込みを行う前に、キャンセル条件、返金条件及び第三者機関の取消規定について、合理的に必要な情報を提供するものとする。
5. 本同意書と個別契約書又は申込書の内容が異なる場合は、法令に反しない範囲で、甲乙が個別に明示して合意した条件を優先する。

[bookmark: _oas06nqra4jz]第4条（キャンセルの申出方法）
1. 甲が本プログラムのキャンセルを希望する場合、乙が指定する電子メール、申請フォーム、書面その他記録に残る方法により、その旨を通知するものとする。
2. キャンセルの申出には、原則として次の事項を記載する。
（1）甲の氏名及び連絡先
（2）申込番号又は留学プログラム名
（3）留学開始予定日
（4）キャンセルを希望する旨
（5）キャンセル理由
（6）その他乙が手続上合理的に必要とする事項
3. キャンセルの受付日は、乙が甲からのキャンセルの意思表示を受信した日とする。ただし、乙が受信したことを確認できない場合は、甲が送信記録その他の方法により通知の到達を証明できる日とする。
4. 乙は、キャンセルの申出を受けた場合、合理的な期間内に受付の事実及びその後の手続について甲に通知する。
5. 乙は、キャンセル手続に必要な範囲を超えて、不合理な書類提出その他の条件を甲に課さないものとする。

[bookmark: _grjaj8t9bz8u]第5条（キャンセル料）
1. 甲の都合により本プログラムをキャンセルする場合のキャンセル料は、申込時に明示された条件及び次の表に従って算定する。ただし、法令により認められる範囲を超える金額を請求することはできない。
2. キャンセル料の算定基準となる対象金額は、次のとおりとする。
キャンセル料算定対象額：金　　　　　　　　　円（税込）
3. キャンセル料の基準は、次のとおりとする。
	キャンセル時期
	キャンセル料

	申込み後から留学開始日の60日前まで
	

	留学開始日の59日前から30日前まで
	

	留学開始日の29日前から15日前まで
	

	留学開始日の14日前から8日前まで
	

	留学開始日の7日前から前日まで
	

	留学開始日当日
	

	留学開始後
	


4. 前項のキャンセル料は、乙が提供するサービスの性質、契約解除時期及び通常生ずべき平均的な損害等を踏まえ、合理的な範囲で設定するものとする。
5. 学校、宿泊施設その他の第三者機関に対して取消費用が発生する場合、乙は、その費用の内容、根拠及び返金可否を甲に説明するものとする。
6. 同一の損害について、乙のキャンセル料と第三者機関の取消費用を重複して請求しないものとする。
7. キャンセル料の具体的な金額又は算定方法が申込み時に明示されていない場合、乙は、事後的に一方的な基準を設定して甲に不利益な負担を課すことはできない。

[bookmark: _gpvdf4vd8gvs]第6条（申込金及び手配費用の取扱い）
1. 甲が乙に支払った申込金、登録料、留学手配費その他の費用については、各費用の性質及び契約上の定めに従い、返金の可否を判断する。
2. 乙がキャンセル時点までに実施した留学相談、学校選定、入学申請、宿泊施設手配その他の業務について、契約上適法に対価が発生する場合、乙はその内容及び金額を明示する。
3. 乙は、未実施のサービスに対応する費用について、返金しない合理的な理由がない限り、甲に返還するものとする。
4. 申込金をキャンセル料に充当する場合、乙は充当金額及び残額を明確にする。
5. 申込金が返金不可とされている場合であっても、その定めが法令に反し、又は無効となるときは、当該定めを適用しない。

[bookmark: _f23wvsr03mpd]第7条（留学先学校及び第三者機関の取消規定）
1. 甲は、留学先学校、教育機関、宿泊施設、保険会社、航空会社その他の第三者機関が、それぞれ独自のキャンセルポリシーを定めている場合があることを確認する。
2. 第三者機関のキャンセルポリシーに基づき返金されない費用が発生する場合、乙は、当該規定の適用条件及び費用の内訳を甲に説明する。
3. 第三者機関による返金額が確定していない場合、乙は、合理的な範囲で返金状況を確認し、その結果を甲に通知する。
4. 乙が第三者機関から返金を受けた場合、甲に帰属すべき金額については、合理的な期間内に甲へ返還する。
5. 第三者機関の取消規定を理由として、乙が法令又は契約上負う責任を当然に免れるものではない。

[bookmark: _s4am30hor340]第8条（留学開始日の変更）
1. 甲が留学開始日の変更を希望する場合、乙に対して変更希望日及び変更理由を通知するものとする。
2. 留学開始日の変更は、留学先学校その他の関係機関が受入れを認めることを条件とする。
3. 変更に伴い追加費用又は差額が発生する場合、乙は、その内容及び金額を事前に甲へ説明し、承諾を得るものとする。
4. 変更が認められない場合、甲乙は、当初の契約内容に従って留学を実施するか、キャンセルするかについて協議する。
5. 留学開始日の変更を理由としてキャンセル料を免除するか否かは、個別の契約条件及び関係機関の規定に従う。

[bookmark: _1br1kuhnejrn]第9条（留学期間の短縮及び中途解約）
1. 甲が留学開始後に留学期間を短縮し、又は本プログラムを中途解約する場合、速やかに乙及び必要な関係機関へ通知するものとする。
2. 留学開始後の授業料、滞在費その他の費用の返金については、留学先学校及び各サービス提供機関の規定並びに適用法令に従う。
3. 甲が既に利用したサービスに対応する費用については、原則として返金対象としない。
4. 未利用期間に対応する費用について返金が認められる場合、乙は、関係機関による精算結果等を踏まえ、返金額を算定する。
5. 甲の中途解約が、乙の契約違反その他乙の責めに帰すべき事由による場合には、本条の通常のキャンセル条件にかかわらず、法令及び契約に従って処理する。

[bookmark: _egz3peaf4vug]第10条（査証・ビザの不許可等によるキャンセル）
1. 甲が留学に必要な査証又はビザの申請を行ったものの、関係当局から不許可又は発給拒否の決定を受けた場合、甲は速やかに乙へ通知するものとする。
2. 前項の場合におけるキャンセル料及び返金については、申込時に明示された特別条件、関係機関の規定及び適用法令に従う。
3. 甲は、ビザ申請に必要な情報及び書類を正確に提出し、所定の期限を遵守するものとする。
4. 甲による虚偽申告、重要事項の不申告、必要書類の提出遅延その他甲の責めに帰すべき事情がある場合、その事情を考慮して費用負担を判断する。
5. 乙の申請手続上の過失、誤案内その他乙の責めに帰すべき事由によってビザの不許可等が生じた場合、乙は法令及び契約に従い必要な対応を行う。
6. 乙は、ビザの取得を保証するものではない。ただし、乙が提供するビザ関連支援業務について負う契約上又は法令上の責任を免れるものではない。

[bookmark: _na4pz7htiwlz]第11条（疾病、事故その他やむを得ない事情）
1. 甲が疾病、負傷、親族の死亡その他やむを得ない事情により留学を継続できなくなった場合、甲は可能な範囲で速やかに乙へ通知するものとする。
2. 乙は、甲の事情及び関係機関の規定を踏まえ、留学開始日の変更、キャンセル料の減免又は返金の可能性について合理的な範囲で確認する。
3. 前項の対応に必要な場合、乙は、甲に対して診断書その他合理的に必要な資料の提出を求めることができる。
4. やむを得ない事情があることのみをもって、すべてのキャンセル料が当然に免除されるものではない。
5. ただし、法令上の解除権、返金請求権その他甲に認められる権利を制限するものではない。

[bookmark: _tfy0xvfv3ebs]第12条（感染症、自然災害及び渡航制限）
1. 感染症の流行、自然災害、戦争、暴動、渡航制限、入国規制その他甲乙の合理的な支配を超える事由により、本プログラムの実施が困難となる場合がある。
2. 前項の事由が発生した場合、甲乙は、留学の延期、代替プログラムへの変更、契約解除又は返金等について協議する。
3. 乙は、留学先学校及び関係機関の対応状況を確認し、合理的な範囲で甲へ情報を提供する。
4. 前項の事情による費用負担及び返金については、契約内容、履行状況、各当事者の責任及び適用法令を踏まえて判断する。
5. 本条は、乙が法令上負う返金義務又は損害賠償義務を一律に免除するものではない。

[bookmark: _hz19hgu874bt]第13条（留学先学校等の都合による中止）
1. 留学先学校の閉鎖、授業の中止、受入人数の変更、宿泊施設の利用停止その他第三者機関の事情により、本プログラムの全部又は一部が実施できなくなる場合がある。
2. 前項の場合、乙は、甲に対して判明した事実を速やかに通知し、代替案の有無及び返金条件を説明するものとする。
3. 甲が代替案を希望しない場合又は合理的な代替案が存在しない場合、甲乙は契約解除及び費用精算について協議する。
4. 乙が第三者機関の事情によりサービスを提供できなくなった場合であっても、乙自身の契約上の義務及び責任については、契約内容及び適用法令に従って判断する。

[bookmark: _s5b0z98t3tok]第14条（返金方法及び返金時期）
1. キャンセルに伴い返金が発生する場合、乙は返金額、控除費用、返金方法及び返金予定時期を甲に通知する。
2. 返金は、原則として甲が指定する本人名義の銀行口座への振込又は当初の決済方法による返金により行う。
3. 返金に要する振込手数料その他の費用負担については、事前に明示された条件及び適用法令に従う。
4. 第三者機関からの返金を要する場合、乙はその処理状況を甲に説明し、返金可能額が確定した後、合理的な期間内に精算する。
5. 乙は、返金処理を不当に遅延させてはならない。

[bookmark: _csn5nvwsjvka]第15条（為替変動及び海外送金手数料）
1. 本プログラムに関する費用が外貨建てで設定されている場合、申込時と返金時の為替相場の変動により、日本円換算額に差異が生じることがある。
2. 返金に適用する為替レート、換算基準日及び手数料については、申込時に明示された条件に従う。
3. 海外送金手数料、受取銀行手数料その他の費用が発生する場合、乙は、その負担方法を事前に甲へ説明する。
4. 乙の責めに帰すべき事由により不必要な為替差損又は送金費用が発生した場合は、甲乙協議のうえ、適用法令及び契約に従い処理する。

[bookmark: _4wwef16i7m8r]第16条（航空券及び海外留学保険の取扱い）
1. 航空券及び海外留学保険のキャンセル条件は、航空会社、旅行会社、保険会社その他の提供事業者が定める契約条件に従う。
2. 航空券の変更、払戻し又は取消しに伴う費用については、航空券の運賃種別及び購入条件によって異なる場合がある。
3. 海外留学保険の解約及び保険料の返還については、保険契約の約款及び適用法令に従う。
4. 乙が航空券又は海外留学保険の手配を行っていない場合、当該サービスに関する取消手続は、原則として甲が契約先に直接行う。
5. 乙がこれらの手配を契約上引き受けている場合、乙はその契約内容に従って必要な手続を行う。

[bookmark: _plleu2dlj2k1]第17条（キャンセルに伴う追加費用）
1. キャンセルに伴い、学校への送金手数料、宿泊施設の取消費用、書類発行費用その他の追加費用が発生する場合、乙はその内容及び金額を甲に説明する。
2. 乙は、契約上の根拠がなく、又は合理的な必要性が認められない追加費用を甲に請求しないものとする。
3. キャンセルに伴う追加費用について甲乙間に争いがある場合、乙は、可能な範囲で請求書、領収書その他の根拠資料を提示する。
4. 追加費用の負担については、適用法令に反しない範囲で、甲乙協議のうえ決定する。

[bookmark: _wlo00cnkl56s]第18条（乙による契約解除）
1. 乙は、甲が次の各号のいずれかに該当し、契約の継続が困難である場合、法令及び契約に従って本プログラムに関する契約の全部又は一部を解除することができる。
（1）申込書その他の提出書類に重大な虚偽記載があった場合
（2）必要な費用の支払いを相当期間遅延し、乙の催告後も履行しない場合
（3）留学先学校の入学条件又は受入条件を満たしていないことが判明した場合
（4）関係法令に違反する行為により、本プログラムの実施が著しく困難となった場合
（5）その他重大な契約違反があり、契約目的を達成できない場合
2. 前項に基づき契約を解除する場合、乙は、解除理由及び費用精算の内容を甲に通知する。
3. 契約解除に伴うキャンセル料その他の費用負担は、解除原因、契約の履行状況及び適用法令を踏まえて判断する。
4. 乙は、軽微な契約違反を理由として、不相当に高額なキャンセル料を課し、又は支払済み費用の全部を当然に没収することはできない。

[bookmark: _6ps90lgeclkz]第19条（説明及び情報提供）
1. 乙は、甲が本プログラムに申し込む前に、キャンセル料、返金条件、変更手続、第三者機関の取消規定その他重要な事項について、理解しやすい方法で説明するものとする。
2. 乙は、甲からキャンセル条件について質問を受けた場合、合理的な範囲で回答する。
3. 甲は、乙から提供された契約書、申込書、キャンセルポリシーその他の重要書類を確認し、不明点がある場合は申込み前に問い合わせるものとする。
4. 乙は、キャンセル条件に重要な変更が生じた場合、その内容及び適用時期を甲に通知する。
5. 乙は、甲の同意なく、既存の契約に適用されるキャンセル条件を甲に不利益となるよう一方的に変更しないものとする。

[bookmark: _xmv9na45gnf9]第20条（個人情報の取扱い）
1. 乙は、キャンセル手続及び返金処理に際して取得した甲の個人情報を、個人情報保護法その他の関係法令に従って適切に取り扱う。
2. 乙は、キャンセル手続、返金確認、関係機関への連絡その他必要な目的の範囲内で個人情報を利用する。
3. 乙が海外の学校その他の第三者に個人情報を提供する場合、法令上必要な情報提供及び本人同意の取得その他の措置を講じる。
4. 乙は、取得した個人情報について、不正アクセス、漏えい、滅失又は毀損を防止するため、必要かつ適切な安全管理措置を講じる。

[bookmark: _4pnrhy6r5tpd]第21条（損害賠償及び責任）
1. 甲又は乙が本同意書又は関連する契約に違反し、相手方に損害を与えた場合、法令及び契約に従い損害賠償責任を負う。
2. 乙が故意又は過失により甲に損害を与えた場合、その責任の有無及び範囲は、契約内容、損害の発生原因及び適用法令に従って判断する。
3. 本同意書のいかなる規定も、消費者契約法その他の強行法規により甲に認められる権利を制限し、又は乙の責任を不当に免除するものと解釈してはならない。
4. 甲乙は、損害の発生又は拡大を防止するため、合理的に必要な措置を講じるものとする。

[bookmark: _kr2ml5eb4cfl]第22条（確認事項）
甲は、本プログラムへの申込みに際し、次の事項について説明を受け、その内容を確認したものとする。
□ 留学開始日までの日数に応じてキャンセル料が発生する場合があること
□ 留学先学校及び宿泊施設等が独自のキャンセル規定を定めている場合があること
□ 申込金、手配費用及び授業料等の返金条件がそれぞれ異なる場合があること
□ 留学開始日の変更には、学校その他の関係機関の承認が必要となる場合があること
□ 留学開始後の中途解約については、未利用期間の費用が全額返金されるとは限らないこと
□ ビザの不許可等によるキャンセルについて、別途条件が定められている場合があること
□ 疾病、事故、自然災害、感染症等によるキャンセルについて、個別の判断が必要となる場合があること
□ 航空券及び海外留学保険には、それぞれ独自の取消条件が適用される場合があること
□ 為替相場の変動及び海外送金手数料により、返金額に差異が生じる場合があること
□ キャンセルの申出方法、受付日及び返金手続について説明を受けたこと
□ キャンセル料及び返金条件について、不明点を確認する機会が設けられていること

[bookmark: _1bp9oys87gbb]第23条（法令との関係）
1. 本同意書は、日本法を準拠法とする。ただし、留学先国の強行法規その他適用を排除できない法令がある場合は、その適用を妨げない。
2. 本プログラムの内容が旅行業法その他の特別法令の適用対象となる場合、当該法令及び適法に定められた契約条件を優先する。
3. 本同意書の一部が法令に違反し、又は無効と判断された場合であっても、その他の条項は、当該判断の影響を受けない範囲で引き続き効力を有する。
4. 甲が未成年者である場合、必要に応じて法定代理人の同意その他法令上必要な手続を行うものとする。

[bookmark: _f24r77n87bbt]第24条（協議及び紛争解決）
1. 本同意書に定めのない事項又はその解釈について疑義が生じた場合、甲乙は誠意をもって協議し、円満な解決を図るものとする。
2. 本同意書に関して紛争が生じた場合、甲乙は、まず協議による解決に努めるものとする。
3. 協議によって解決できない場合、法令上認められる裁判管轄に従い、管轄権を有する裁判所において解決する。

[bookmark: _n4kpn8c3rn8]第25条（同意書の成立及び保管）
1. 本同意書は、甲が内容を確認し、署名又は適法な電磁的方法による同意を行い、乙がこれを受領した時点で成立する。
2. 甲乙は、本同意書の内容を記録した書面又は電磁的記録を、それぞれ適切に保管するものとする。
3. 本同意書は、本プログラムに関する契約の一部を構成する。ただし、本同意書のみをもって、別途必要な留学手配契約その他の契約が当然に成立するものではない。

[bookmark: _d7wlfgyzaa7j]同意確認欄
私は、本同意書に記載された留学キャンセルポリシーについて説明を受け、その内容を確認し、理解したうえで同意します。

同意日：　　　　年　　　月　　　日

甲（留学申込者）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生年月日：　　　　年　　　月　　　日

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

法定代理人（甲が未成年者の場合）
住所：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

甲との続柄：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

乙（留学支援事業者）
所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

会社名・屋号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

代表者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

署名又は押印：

